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不動産業界の今、 
市場の変革 
対応力。変革。俊敏性。適応力。これらは今日の激しい世界経済競争の中、ビジネスが成長し続

けるために求められている資質です。近年まで企業の保有する不動産では、これらの資質をビジ

ネス戦略のメリットとして考えられておらず、また商業用の不動産には、資産価値を高めるための

戦略的なコンセプトとしてテクノロジは受け入れられていませんでした。 

しかし今日、状況は変わりつつあります。60億人の世界人口が、今後 40年の間、さらに 40億人増

えると予想されています。現在の不動産では、2030 年の世界人口に対して、25％の適応力しかな

いと言われています。今後予想されるこのような変化に対して、柔軟に適応可能な基盤を備えた

建物が必要になるのです。このような建物のコンセプトを新築ビルに導入する必要性に加え、既に

ある現在のビルのインテリジェンスを高め、運用管理効率と利用価値を高めることが求められてい

ます。また、Harbour Researchおよび Forrester Researchによると、2010年までに 140億台を超える

デバイスがインターネットに接続され、その多くが建物の中で、コントローラ、センサ、サーバ、およ

びマイクロプロセッサとして機能すると予測されています。 

不動産市場では、今後の人口増加への対応や、デバイスとの接続性、ビルユーザが設備をさらに

有効活用できるように、ビルの変革の必要性が問われています。不動産業界の変革の中で、オー

ナ、デベロッパ、投資家、地主、テナント、ユーザは、不動産に今日以上に大きな価値を求めてい

ます。不動産としての収益性と利便性、生産性の向上と、ユーザエクスペリエンスの変革を支える

戦略的なツールとして不動産をとらえています。 
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Connected Real Estate

将来のためのコネクテッドビルディング

これからの不動産市場における変革は、新しいビジョンに

基づいています。IP は、単なる IT サービスにとどまらず、

ビルの制御、管理を、インターネットに接続します。将来

のビルは、IT と密接に結び付き、設計、建築、運用、利

用のプロセスを変革します。IP ネットワークは将来のビ

ルの不可欠な DNA となり、不動産価値を高め、俊敏性に

優れた環境を創造します。将来は、新しいエクスペリエン

ス、投資保護、運用管理、リソースの効率運用において、

IP ネットワーク技術が必要不可欠になります。コネクテッ

ドビルディングは、仕事、生活、憩い、学び、娯楽といっ

たニーズに柔軟に適応可能な不動産のビジョンを描きま

す。新築、既築を問わずビルの基盤として IP ネットワー

ク技術を適用することにより、インターネット革命が生み

出す大きなビジネスチャンスを、最大限に活かすことがで

きます。 

 

過去 現在

テレフォニー 
ソリューション 

コミュニケーション インフラストラクチャ 

IPベース 
ネットワークソリューション 

+ 
独自規格 

ビルディング 
オートメーション 

システム 
 
 
 
 

IPテクノロジ 
ソリューション

 

 

図 1  テレフォニー、IT、ビルディングオートメーションを 1 つの共通インフラストラクチャに融合 

 

 
• 資源エネルギーの使用効率を向上し、エネルギー消費量

を削減 
IP ネットワークをプラットフォームにすることにより、

コネクテッドビルディングは、ビルが提供するサービス

(ショッピングモールでの買い物、ホテルでの非日常体験、

大学での勉学、医療機関での治療など)と、ビルユーザが

リアルタイムにつながり、絶えず変化するニーズに、柔軟

かつ俊敏に適応します。コネクテッドビルディングの戦略

は、スペースの有効利用、セキュリティ強化、法規制準拠、

プライバシー保護、省エネルギー、コスト管理、拡張性、

柔軟性といった将来のニーズを考慮しています。利用者や

管理者に、情報ならびにサービスを提供するための機能を

支える基本要素が、IP ネットワークのプラットフォーム

です。ビルに適用されたネットワーク技術がもたらす価値

は、次の 3 つのカテゴリに分けることができます。 

• 環境性能を向上し、快適性を向上 

2. 目標： ビジネス戦略上の「ツール」としての不動産 

• 従来の面積売りやコンピュータサービスとは異なる、差別

化されたサービスの提供による新たな収益モデルを実現 

• マーケットシェアの増加、利益拡大を可能とする新しい 
ビジネスモデルの実現 

• 不動産価値の向上 

• モビリティ、ユニファイドコミュニケーション、およびコラボ

レーションの積極的な利用による、業務効率の向上 

1. パフォーマンス： ビル運用効率の向上 3. エクスペリエンス： ユーザ エクスペリエンスの向上 

• 貴重な資源の利用効率を向上し、 
運用／開発コストを削減 

• ユーザとテナントの両者のエクスペリエンスを向上 

• スキルを持った優秀な人材を獲得 
• 管理業務プロセスを最適化し、運用コストを削減 • 高い快適性、利便性、娯楽性を提供 
• 高い柔軟性を備え、スペースの有効利用 • 高度なエクスペリエンスを提供し、ビルを差別化 
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成功までのロードマップ 

Connected Real Estate は将来の不動産モデルを描いていま

す。不動産事業の収益アップと売上増加を可能にし、これ

からのビジネス戦略の中核を担います。 

また、高い快適性、利便性、安全性、健康への配慮により、

ユーザに福利をもたらします。 

Connected Real Estate モデルを採用することにより、設計、

建設、管理に携わる方々や、テナントユーザが、どのよう

に財務上、業務上の価値を享受できるのでしょうか。

Connected Real Estate のコンセプトは、あらゆる建物に適

用できます。オフィスビル、ホテル、ショッピングセンター、

マンション、介護医療施設、スポーツスタジアム、文化ホー

ル、空港、駅、または特定地区など。Connected Real Estate

は、不動産事業全域において、ビジネスの変革を可能にし

ます。空間創造に加えて、ビルの設備と IT が融合し、ビ

ジネスと機能のサービスを提供します。 

Connected Real Estate は、ビルのライフサイクル全体を考

慮しています。計画、設計、建設、メンテナンス、運用に

おいて、IP ネットワークによるビルオートメーションシ

ステムの統合は、重要な要素となります。先見性を持ち、

早くからアクションをとった不動産企業は、Connected 

Real Estate モデルの有益性をすでに実感しています。そし

て、今後もネットワークを中心としたアプローチを継続し

ていく方針です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「4 年間にわたる市場調査を経て、当社のビジネスモデルを革新する時が来て

いると判断しました。新しい戦略とは、成熟市場の中で、本社と所有する不動

産すべてを差別化することでした。そのためには、カナダとヨーロッパにあるす

べてのビルと Adgar Tower をつなぐ、他に類を見ないコミュニケーションネッ

トワークを開発する必要がありました。Cisco Connected Real Estate は、そ

れを可能とするモデルでした。」 

 

 

 

 

 

 

 

 

— Adgar Investment and Developments 社(本社イスラエル、テルアビブ)、CEO、Roy Gadish 氏 
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1 ビル情報ネットワークの提供：情報ユーティリティとしてのネットワーク 

ネットワークがプラットフォームとなったとき、従来のコ

ミュニケーションと情報ネットワークのフレームワーク

が変化します。Connected Real Estate は、ビル全域にわたっ

て重要な情報や新しいサービスを提供する情報ユーティ

リティとしてネットワークを位置づけています。ネット

ワークは、新しいビジネスを促進し、コスト削減、収益拡

大、不動産価値向上、差別化されたエクスペリエンスの提

供を通じ、不動産プロジェクトを変革することができるプ

ラットフォームです。 

水道、電気、ガスを提供するためには配管工事、配線工事

が必要です。一方で、新しいユーティリティがビルの標準

設備として設計される必要性が高まっています。それは最

も重要なユーティリティともいえる、情報との接続を可能

にする情報ユーティリティです。しかし現状、情報とコ

ミュニケーションネットワークのユーティリティは、その

他のユーティリティとは異なり、テナントに依存しています。 

そのため、マルチテナントビルでは、各テナントが独自の

要件に基づき、ばらばらに少しずつネットワークがインス

トールされ、各テナントの責任下で運用されています。さ

らにビルオーナは、ビルのためのシステムをサポートする

多くのネットワークをインストールしなければなりませ

ん。空調、照明、アクセス制御、セキュリティ、火災報知

器、エレベータ、駐車管理システム、電子看板などがこれ

にあたります。このような個別の対応では非効率でコスト

が高く、運用管理も複雑です。 

そもそも、建設業界は他業界と比べ最もテクノロジへの投

資が少ない業界です。その割合は総建設コストのわずか

2%以下とさえ言われています。しかし、基本的なネット

ワーク環境やテナントニーズへの対応力の要求が高まる

につれ、テクノロジへの投資は急激に増加しています。し

たがって、この投資をいかに効果的に行うかが重要な課題

となります。別々のシステムをきちんと練って設計した１

つのユーティリティに統合することにより、多くの利点を

生みます。

基礎となる部分

統合する部分 

サービス 
エクスペリエンス サービスによる差別化 

 
新しい収益 
 
業務効率向上 
 
対応力、俊敏性、適応力 
 
機能性、安全性、快適性 
 
IPプラットフォーム 

 

図 2  Connected Real Estate の価値基盤 

接続性に優れインテリジェントであり、かつグリーンなビ

ルへの需要は、オーナ、地主、デベロッパーにとって新し

いビジネスチャンスです。ネットワークは、新しいサービ

スや機能をビル全域にわたって届けることができます。つ

まり、ネットワークは、水道、電気、ガスと同じように、

ビルにおける基本ユーティリティとして、重要なインフラ

になります。 

今まで個別のネットワークで運用されていたコミュニ

ケーションと、セキュリティなどのビルディングオート

メーションシステムをシンプルかつ柔軟で拡張性のある

単一 IP ネットワーク上に統合することにより、システム

コストと運用業務の複雑さを軽減します。さらに、単一

ネットワークのため、設計とエンジニアリングの時間を短

縮できるほか、インストレーションコストの削減、ケーブ

ルの削減、ケーブル配線用スペースの削減、修繕コスト等

の削減効果が見込めます。また、複数のビル管理業務を集

約することが可能となり、より高度で効果的なビル情報

ネットワークの構築が可能です。 
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ビル情報ネットワークの利用ステージ 

♦ 新しいサービスと差別化： 

• 有料サービスによる新しい収益モデル 

• 無料サービスによるテナントプレミアムの提供 

♦ サービスとビルオートメーションシステムの統合： 

• コミュニケーションテクノロジ(ユニファイドコミュニケーショ

ン)： IP テレフォニー、ビデオ会議、リッチメディア、 
コラボレーション、生産性向上ツールの導入 

• 物理セキュリティ： ビデオ監視、アクセス制御、受付業務、

防災などの機能を統合したセキュリティアプリケーション

の提供 

• ビルテクノロジ： ビルオートメーションシステムの統合。 
空調、照明、エレベータ、エネルギーマネージメント等を統

合し、業務効率の向上、運用コストの削減、エネルギー消

費量の削減 

♦ 接続性とビル情報ネットワークの提供：  

• 各種システムの統合とサービス提供の基盤として、また

各施設に柔軟なネットワークバックボーンとして機能 

ビルの DNA としてビル情報ネットワークは、ビルのパ

フォーマンスと運用を最適化し、これまでにないエクスペ

リエンスを提供します。オーナ、管理会社、およびデベロッ

パは競争優位な差別化を実現し、テナントを惹きつけ続け

ることができます。Connected Real Estate のこの戦略は、

商用オフィス、ショッピングセンター、ホテル、マンショ

ンなど、あらゆる種類の建物に適用することができます。

また、不動産ビジネス モデルを箱売りのパラダイムから

顧客指向のサービスビジネスモデルへと変革します

 

 2 システム統合：IT とビルシステムを共通 IP ネットワークに統合 

「企業統合の増加に伴い、高度なビルオートメーション

システム(BAS)の必要性が高まっています。企業は、

情報管理を改善し、戦略的意思決定プロセスを最適化

するために、事業全体の統合を急いでいます。BAS の

IT スタンダードの採用に伴い、従来の IT インフラストラ

クチャと BAS の統合が増えています。このような統合

は大きなコスト削減を可能にするため、多くのビルオー

ナが IT と BAS の統合価値を見直しています。 
— Building Automation Systems Worldwide Outlook, Market Analysis and 
Forecast Through 2009 (ビルオートメーションシステムの世界市場動向、2009 年

までの市場分析と予測) 

Connected Real Estate のフレームワークは、IT、コミュニ

ケーションテクノロジ、セキュリティ、ビルオートメー

ションシステムを単一の IP ネットワークに統合します。

個別情報としての価値を超えて新しいサービスを創造す

るためには、ビル内のすべてのシステム、センサ、デバイ

スが接続され、相互通信が可能である必要があります。こ

の相互接続性により、革新的なテナントサービスを創造し、

提供することができます。IT とビルオートメーションシ

ステムの統合は、コストパフォーマンスと投資効果を高め、

ステークホルダーに新しいビジネスチャンスを提供しま

す。 

今日の不動産開発では、独自規格の HVAC、セキュリティ、

アクセス制御、照明、防火、防犯の各システムが個別に構

築されており、さらに、音声、ビデオ、データの通信ネッ

トワークが別々に存在します。このように統合されていな

いシステムでは、運用が複雑になり、導入とメンテナンス

コストが高くなり、機能も低水準となります。 

Connected Real Estate のソリューションでは、このような

別々のシステムを単一の IP ネットワーク上に統合し、コ

ミュニケーション、セキュリティ、およびビルオートメー

ションシステムを集中管理します。結果としてこの統合に

より、総所有コスト(TCO)の削減と、不動産価値の向上、

そして利用者と管理者への新たなサービスを可能にしま

す。 
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変革する部分 
新たなサービスの開発 
スペース、テクノロジ、 
サービスの提供 

情報、コミュニケーションと 
ビルテクノロジの集約 

集約する部分 インテリジェントで集約された 
環境を提供 

次世代ビル情報ネットワーク 
の構築 
情報ユーティリティの導入 
 

基礎となる部分

 

図 3  ビルのインフラストラクチャの開発 

相互接続性のための統合ネットワークアーキテクチャ 

Connected Real Estate のアプローチでは、リモートやマ

ネージドサービスを利用して、単一のビル屋内、または地

理的に離れたビルに対しても、同品質の管理監視サービス

を可能にします。コミュニケーションやデータ通信に使用

しているネットワークを使い、ビル情報をいつでも、どこ

でも送受信することができます。

 

ビルオートメーションシステム(BAS)の統合 

音声、ビデオ、モビリティ、およびデータと BAS のビル

情報を統合した IP ネットワークは、オーナ、管理会社、

そしてユーザに利益をもたらします。この BAS と IP の統

合により、照明、空調、コミュニケーションサービスなど

の設備をどこからでも制御できます。また、管理機能を高

度化し、照明、空調、セキュリティ、エネルギー使用といっ

た多くのシステムの集中管理が可能となります。このよう

な統合された BAS は、ビルパフォーマンスを向上し、ユー

ザエクスペリエンスを提供する上で欠くことのできない

要素です。 

 

インテリジェントなネットワークを利用したエネルギー

管理システムは、温度や照明エネルギー消費をリアルタイ

ムに監視し、利用者の要望に合わせて HVAC(空調)および

照明を自動的に調整することができます。システムがリア

ルタイムに監視されているため、エネルギー消費量の急増

や停電など、緊急事態に迅速に対応することができます。

さらに、エネルギーを集中管理することにより、ビル運用

上重要視されている環境対策基準への準拠を求める厳し

い法規制に対応しやすくなります。また、インテリジェン

トなネットワークにより、事後対応ではなく積極的に対策

を行い、非準拠となるリスクを管理できます。

 

集中管理型の運用 

統合ネットワークアーキテクチャにより、ビル管理責任者

はすべてのビル情報、管理システム、制御システムにアク

セスできます。ビル全体、もしくは複数のビルのすべての

情報にいつでも、どこでもアクセスできるので、継続的に

発生する運用とメンテナンスのコストに大きな影響を与

えることができます。 

オーナは、1 つの統合されたシステムを使って、１ヵ所で

複数のビルを管理した場合、ビル１棟あたりの運用コスト

を大幅に削減できます。ビルにはそれぞれノードがあり、

中央監視センターはそれらのノードと接続し、情報の入手

と、制御を行います。 
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Connected Real Estate のアプローチは、同じ敷地内に広が

る建物に関連した多くの課題を解決します。通常、そのよ

うな(敷地内に複数の建物を持つ)環境では、独立したビル

オートメーションシステムがビルごとにその施設内で監

視、管理されています。この Connected Real Estate のアプ

ローチでは、IP 基盤上のビルオートメーションシステム

をインターネットで接続し、地理的に分散したビルを中央

で監視することにより、業務上、および財務上の大きなメ

リットを得ることができます。 

製薬会社 Pfizer は、英国内に 37 万平方メートルの R&D と

製造施設を所有しています。以前は、複数の個別ビルオー

トメーションシステムシステムを使用して 70 棟を超える

ビルを運用しており、その制御や管理は統一性を欠き、そ

の運用の煩雑さが問題でした。そこで Pfizer はビルオート

メーションシステムのネットワークを企業 IT ネットワー

クにつなげることを決定しました。 

今では、1 つの IP ネットワークとインターネットにより、

70,000 個を超えるデータを中央で集中管理、制御していま

す。年間エネルギーコストは 5%(約 13.5 億円)削減し、年

間メンテナンスコストは 15%削減という、大幅なコスト削

減に成功しました。さらに、ミッションクリティカルな分

野での事業継続性が強化され、ダウンタイムも大幅に減少

し、不動産資産管理全般が著しく改善されました。 

 

運用コストの削減 

IP ネットワークは、ビル運用の効率化、機能性の向上を

もたらし、結果、運用コストの削減を可能とするテクノロ

ジ基盤です。 

• テナントの運用コストを削減 

• 生産性の高い仕事環境の提供 

• ユーザとオーナ間の円滑なコミュニケーション基盤の提供 

• 24 時間体制のコンタクトセンターによる対応強化 

• ビル資産、テナント管理の最適化 

ユーティリティ 
ユーティリティ 事務費 セキュリティー メンテナンス 清掃 固定費

$2.0 $0.72 $0.93 $2.2 $1.6 $2.2

平方フィートごとの総運用コスト

見込める削減

$0.40 $0.20 $0.30 $0.60 － －

ユーティリティ 事務費 セキュリティー メンテナンス 清掃 固定費

$2.0 $0.72 $0.93 $2.2 $1.6 $2.2

平方フィートごとの総運用コスト

見込める削減

$0.40 $0.20 $0.30 $0.60 － －

 

都市オフィスの場合 － 賃貸面積 平方フィートにつき $9.65 
郊外オフィスの場合 － 賃貸面積 平方フィートにつき $8.28 

 

 

図 4  統合 IP ネットワークによって実現可能なコスト削減(ドル) － 都心のオフィスビルの場合 

 

コミュニケーション、セキュリティ、および管理システム

を単一ネットワークに統合することにより、情報の利用価

値が向上します。管理者はビル情報をリアルタイムで可視

化できることにより、コストの削減が可能になります。た

とえば不動産投資信託(REIT)の Boston Properties は、米国

の主要都市に 120 件の資産を所有、運用しており、総延床

面積は 370 万平方メートル以上におよびます。Boston 

Properties では、単一統合ネットワークのアプローチを採

用し、１つの統合ネットワークインフラストラクチャを使

用してすべてのビルオートメーションシステムを接続し、

中央監視を行っています。 
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結果 

• エネルギー管理、セキュリティ、空調、アクセス制御など、

すべてのシステムを 1 つのコントロールセンターから 24
時間体制の監視を実現 

• 複雑だった管理業務の簡素化に成功 

• ビル運用管理状況を全域にわたり把握 

図 4 は、都市型オフィスビルで実現可能なコスト削減の内

訳を示しています。 

もう１つの事例で、ミズーリ州では、260 万平方メートル

におよぶ 1,000 棟以上のビルが複数の異なるビルオート

メーションシステムによって運用されていました。そこで

既存のシスコ ネットワークインフラストラクチャを利用

し、メンテナンス、セキュリティ、エネルギー、およびサ

プライチェーンのビジネスアプリケーションを統合する

ことにしました。結果、個別に管理していた 9,000 以上の

公共料金を一元管理することができ、年間合計 2,000 万ド

ル(約 22 億円)以上のエネルギー消費の削減を達成しまし

た。開発投資は、18 ヵ月以内に回収しています。図 5 に、

ミズーリ州の事例を紹介します。 

 

 

図 5  米国ミズーリ州政府のビルオートメーションシステム統合事例 

セキュリティと IT の統合 

IT ネットワークとビルオートメーションシステムの統合

により、ビルオーナ、管理会社、利用者、そして不動産そ

のものに、より安全な環境を提供します。統合した IP ネッ

トワークにより、ビデオ監視と分析、アクセス制御、資産

管理は、より高度で包括的な物理セキュリティを可能にし

ます。 

たとえば、ビル全体、複数のビルのセキュリティをイン

ターネット経由で 1 つの中央監視センターから監視、制御

できます。さらに、監視カメラは、IP ネットワークに接

続できるため、監視カメラ専用のケーブル配線は不要とな

ります。また、セキュリティシステムを IP ベースにする

ことにより、IP 監視カメラの追加、置き換え、移動を容

易かつ柔軟に、低コストで行うことができます。 

Connected Real Estate は、安全の基盤を提供します。緊急

事態が発生した際、文字、音声、画像、ビデオを使って、

PC、IP フォン、モバイル端末、デジタルディスプレイ、

構内放送などのさまざまな情報端末に、事態の連絡、対応

の指令を瞬時に直接一斉配信できます。たとえば、警備責

任者はモバイル端末から、避難命令をビル全域に迅速に通

知することができます。このように、テナント、来訪者、

管理会社、ビルオーナなどに対し、緊急情報を迅速に確実

に伝えることができます。 

また Connected Real Estate では、さまざまな最新認証技術

を使ったビルや駐車場への高度なアクセス制御を可能に

します。これにより人と施設を細かく管理でき、ビルや特

定エリアへのアクセスを個別に制限することができます。

たとえば管理者は、本社もしくは拠点にかかわらず、エリ

ア別、施設別の入室許可を社員ごとに設定することができ

ます。 

 
・相互作用レイヤーの導入 

・メンテナンス、セキュリティ、 
エネルギー、サプライチェーン
ビジネスアプリケーションの 
統合 

背景 ソリューション ベネフィット

 
・1,000の公共施設ビル 

・2,800万平方フィートの広さ 
・全体で平方フィートあたり 

年間$0.27 - $1 のコスト削減 
・エネルギー消費量削減 

による資金増加  ・多数の異なる制御システム 
を採用 

・シスコのインフラストラクチャ  
を採用 

・エネルギー経費のみで 
年間$2,000万削減 ・9,000 もの公共料金を 

一元管理 
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IP 対応の監視カメラは、破壊行為やその他の不法行為の

抑制に効果があることが実証されています。たとえば、英

ウェールズ州ニューポートの教育委員会は、破壊行為が頻

繁に起きている学校を監視するために、IP 対応の監視カ

メラを導入しました。IP ネットワーク上で監視カメラを

使用することにより、破壊行為は減少し、しかも大幅なコ

スト削減と教師の負担が軽減されたと報告されています。

その結果、教育環境の安全性、満足度、および生産性が高

まり、教員は破壊行為の後始末ではなく教育指導に集中で

きるようになりました。 

IP ネットワークは柔軟性に優れており、警備員はどこに

いてもリアルタイムに鮮明な画像を確認でき、迅速に対応

することができます。また、IP 監視カメラ録画のデジタ

ルストレージは、アーカイブした画像を容易に検索し、再

生できるので、確認したい部分を探す時間が短縮できます。 

シスコの総務部門では、IP ネットワークを使って、世界

規模のセキュリティシステムを構築しました。世界 388 ヵ

所の拠点を IP ネットワークで接続し、各拠点のセキュリ

ティ監視、アクセス制御を英国、米国、およびオーストラ

リアの中央監視センターで行っています。IP 対応の監視

カメラは、リアルタイム監視を可能にして応答性を向上さ

せるだけでなく、温度管理、漏水検知、無停電電源装置

(UPS)の障害管理にも利用されています。重要な施設にお

いては、物理的変化を発見し、大きな損害を未然に防ぐた

めの適切な対策を施すことができます。 

セキュリティの中央監視体制により、シスコは社員および

施設の安全を守るための運用コストを削減することがで

きました。このセキュリティ中央監視システムの投資効果

は、年間 1,000 万ドル(約 11 億円)になります。 

開発コストの削減

1 つの統合されたネットワーク基盤上にビル情報ネット

ワークがあることにより、新設時だけでなく、機能やサー

ビスのアップグレード時の開発においても大きなメリッ

トがあります。 

• シンプルで無駄のない設計とエンジニアリング 

• ケーブル、配管などの必要資材とケーブル用スペースの

削減 

• システム構築工期の短縮  

研究調査ならびに増加する世界の導入事例において、イン

フラストラクチャコストが大幅に削減されることが報告

されています。これらの事例から、個別のネットワークを

統合することにより、コストを 15～25%削減できることが

わかりました。削減効果の例を紹介します。 

• 重複したネットワークケーブルの削減：一般に、ケーブル

配線工事コストの 50%は人件費です。ケーブル配線の契

約業者をまとめることによって、25～40%の人件費を削

減できます。これは、ケーブル配線工事契約全体におい

て、12～20%のコスト削減に相当します。また、一般的な

ビルオートメーションシステム(たとえば照明)において、

ケーブル関連費用は全体の 30%を占めており、この人件

費の削減は、システム全体において、4～6%のコスト削

減効果に相当します。 

• ケーブル配管の統合：複数のケーブル配管を統合すると、

人件費を大幅に削減できます。量と規模に応じて、15～

60%の人件費の削減効果を得られます。ケーブル配線工

事と同様に計算すると、ケーブル配管の人件費削減によ

り、全体で少なくとも 4～6%のコスト削減が可能です。 

• プロジェクト管理コストの削減：契約業者や下請け業者の

数が減るため、プロジェクト管理の複雑さも軽減されます。

一般に、契約業者を一本化することによってプロジェクト

管理コストの 30%を削減できます。プロジェクト管理コスト

をシステム全体の 8%とした場合、全体において 2～3%
のコスト削減に相当します。 

一般的に 15～20%の開発コスト削減が可能となりますが、

削減効果は、業界のビジネス状況や、人件費、ビルの規模

によって大きく変わります。これまでハードウェアに関す

る 3 つのコスト削減効果を説明しましたが、業務の効率化

とプロセスの改善により、ソフトの大きな削減効果も期待

できます。 

開発コストに関して、Connected Real Estate のもう 1 つの

メリットは、別々に機能するビルオートメーションシステ

ムをインテリジェントに他の用途として利用できること

です。たとえば、一般的にあるインターコムを、相互接続

しているビデオ監視システムとテレフォニーデバイスの

組み合わせで置き換えることを考えてみましょう。統合シ

ステムから生まれる新しい可能性を十分に検討すること

により、従来は分離独立しているシステムの間にシナジー

が生まれ、システムやデバイスの数を削減することができ

ます。 
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エネルギーの節約 

建物は、世界で生産されるエネルギーの半分以上を消費し

ます。人口の急激な増加に伴いスペースへのニーズは高ま

る一方で、その需要に資源エネルギーは追いつきません。

エネルギー生産は、伸び続ける需要に対してすでに後れを

とっています。 

電力会社は、多額な費用が掛かる新しい発電所を開発しな

くて済むように、ピーク時の負荷を抑える対策を検討して

います。現在、20%以上のエネルギー消費量の削減が可能

となるテクノロジはあります。それらのテクノロジは、結

局はすべて「見える化」と、正しい情報をどのように管理

し、どのように制御するかに行き着きます。今日、ある特

定時刻のエネルギー消費量を把握しているビルオーナは

ほとんどいません。大抵の場合、ビルオーナが現在持って

いる最も正確なエネルギー消費量を示すものは、複雑な計

算と過去数ヵ月の平均が示された毎月の公共料金の請求

書です。 

リアルタイムに正確な情報にアクセスできれば、オーナと

管理会社は、エネルギー消費量をオフセットし、ピーク時

の負荷を軽減することができます。また、電力会社と電気

料金の再交渉をすることができます。インテリジェントな

ビルは、消灯や空調停止のタイミングを自動的に判断する

ことができます。これらの自動制御システムは、エリア内

での活動、周辺の環境条件、および管理システムの設定条

件に応じて自動的に制御します。エネルギーがいつ、どこ

で、どれだけ使用されているか理解を深めることにより、

多くの企業はエネルギーコストを 10～15%削減できます。

簡単な取り組みにより、エネルギー使用量を 10～20%削減

し、短期間で投資を回収できます。多くのビジネスにおい

て、エネルギー消費量の 20%削減は、5%の売上増加と同

じ収益効果があります。エネルギーの節約で重要なことは、

リアルタイムの正確な情報と、ユーザもしくはビル自身が

その情報に対してどれだけインテリジェントに対応でき

るかということが重要なのです。 

 

 
3 不動産市場の変革： 「スペースとテクノロジの提供」の見直し 

「新しい働き方の実現に、言うまでもなく IT が大きな役

割を果たします。IT のパワー、信頼性、堅ろう性が高ま

ることにより、交通手段、空港ラウンジ、街、教室や図

書館、カフェなど、通常のオフィス以外のあらゆる場所

に変化をもたらしています。オフィス業務が、オフィス内

だけでなく、いつでもどこでも可能になりました。」 
― Frank Duffy 「Reinventing the Workplace(ワークプレースの改革)」 

このような不動産市場の変革により、不動産の利用価値が

変わりつつあります。今日、不動産において重要なのは、

床面積、室内、眺望だけではありません。利用者が、いつ

でもどこでも選択可能なサービス、機能、エクスペリエン

スをどのように提供できるかが重要なのです。この不動産

市場の変革において、構造と機能は一体化します。 

変化する市場ニーズへの対応が迫られている中、このよう

な不動産ビジネスの変革において、Connected Real Estate

は、大きな役割を果たします。建物には、モビリティやコ

ラボレーションの機能が求められ、自由なライフワーク 

スタイルを実現し、さまざまな利用者のニーズに対応でき

るスペースの提供が求められます。Connected Real Estate

により、建物と IT は統合され、ヒューマンネットワーク、

つまり、人々の暮らし方、働き方、遊び方が変わります。 

建物の性能とデザインを改善し、スペースを有効利用する

ことで、管理コストの削減、および社員の生産性向上も実

現できます。また、管理会社は、コスト管理の実現に加え、

魅力的なサービスをこの統合ネットワーク上で新たに開

発し、ユーザに提供することができます。ホテルの宿泊客

や、ショッピングモールの買物客、オフィスワーカー、大

学生、医療機関の入院患者など、幅広い利用者に向けた各

サービスを開発できます。Connected Real Estate は、この

ように新しいサービスを開発、提供することで、ユーザエ

クスペリエンスを変革し、ビルオーナと管理会社にとって

の新たなビジネスチャンスを創出、拡大することを最終的

な効果として掲げています。

入居者への新しいサービス、管理会社へのビジネスチャンス 

不動産市場において、不動産オーナと管理会社が、テナン

ト、バイヤー、ユーザから付加的な収益を得るためのビジ

ネスチャンスは限られており、立地と賃料で差別化を図っ

ていました。つまり、オーナに利益をもたらすのは、スペー

スのみでした。 

しかし今日のテナントは、建物の機能に新たな期待を抱い

ています。不動産は、ビジネスモデルを支える戦略の一部

となることが必要とされます。また、効率的で、安全性、

生産性を備え、人を惹きつけ、地球にやさしい環境を提供

することが求められています。さらに、柔軟性を備え、パー
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ソナライズとカスタマイズが可能なスペースであること

も重要です。競争の激しい不動産市場において、オーナと

管理会社は、単にスペースを売買するビジネスから、コス

ト削減や支出管理を実現しつつ、差別化されたサービスを

提供するビジネスへの移行が必要とされます。 

IT との統合は、不動産の将来に大きな影響を与えます。IT

と統合された不動産は、次世代通信、物理セキュリティ、

ビルオートメーションシステムの基盤となるインテリ

ジェントなビルを生み出します。この不動産と IT の統合

により、デベロッパ、ビルオーナ、管理会社にとって、テ

ナントへ付加価値を生み出すサービスを提供するサービ

スプロバイダとなれるチャンスなのです。 

たとえば、米国サンディエゴの One America Plaza のオー

ナは、通信、データネットワークへのアクセスを不動産の

サービスの一環としてテナントに提供しています。この

ネットワークへのアクセスはセキュリティで保護されて

います。このサービスがなければ、テナントは個別にネッ

トワークアクセスを導入、維持しなければなりません。

ネットワークをユーティリティとして提供することによ

り、不動産市場の競争においての大きな差別化要因となり

ました。その結果、テナント入居率は、サンディエゴ市場

の平均である 88%を大きく上回り、95%となりました。

One American Plaza のテナントは、入居直後にネットワー

クにアクセスすることができます。また、ネットワークを

独自に導入する際に比べ、費用も大幅に削減できます。通

常、ビジネス上のデータアクセスのセキュリティ保護を

サービスプロバイダに発注すると、30 日ほど待つことに

なります。さらに One America Plaza は無線ネットワーク

の導入により、建物のどこからでもつながる無線アクセス

を実現、今日のビジネスにおいて重要視されているモビリ

ティ(移動性)と柔軟性をテナントに提供しました。 

統合 IP ネットワークという第 4 のユーティリティは、さ

まざまな建物やビルのオーナにメリットをもたらします。

このユーティリティによりテナントは、ネットワーク接続、

セキュリティ、インターネットアクセス、ワイヤレス、メ

ディア、テレフォニーなどの多様なサービスへリアルタイ

ムにアクセスできます。 

たとえば、アラビア湾の大規模な複合開発地区、13 億ド

ルのアムワジュ島 Greenfield では、住居、店舗、ホテルな

どのテナントは、さまざまな通信やデータサービスへ、リ

アルタイムにアクセスすることができます。統合された IP

ネットワークにより、アムワジュ島内の住人、ビジネス

ユーザ、ホテルの宿泊客はネットワークに接続し、さまざ

まなサービスを利用できます。またアムワジュ島では、質

の高いセキュリティとサービスを提供しています。この

サービスには、集合住宅やホテル向けのビデオオンデマン

ド、小売店や接客業けの電子看板(「デジタルサイネージ」)

が含まれています。これらのサービスにより、オーナと管

理会社は、ビジネスチャンスを拡大でき、さらに新しい

サービスを開発し、低コストでテナントに提供できます。 

その他にも、優れたテクノロジが新たなビジネスチャンス

をもたらします。小売店や公共のスペースに電子看板を設

置することにより、特定の業者やバイヤーに向けたメッ

セージ広告を展開できます。また、位置情報サービスとの

組み合わせで、場所と時間に応じた適切な情報を提供する

ことにより、売上、利益増加に貢献していることが実証さ

れています。電子看板はビルオーナにとって価値のある広

告収入源となりました。

 

ワークスペースの変革 

モビリティ(移動性)により、オフィスワーカーの習慣とス

ペースの活用方法が変わりつつあります。専用スペースや

パーティションで区切られたオフィススペース、ミーティ

ングルーム、共用エリアが有効に使われていないのが現状

です。実際、60%ものオフィススペースが使用されず、空

き状態と言われています。 

高度なサービスと快適な環境を管理するソリューション

を統合した音声、ビデオ、データの単一ネットワークによ

り、ダイナミックなワークスペースが実現できます。この

ような統合ネットワークが、ワークスペースの有効利用や

生産性の向上、コラボレーションやモビリティのための柔

軟性とパーソナライズ機能を可能にします。 

ワークスペースの変革は、利用者のさまざまなニーズに対

応できる優れたビルを生み出し、人材の獲得、確保にも貢

献します。ビルオーナは、戦略的差別化要因としてスペー

スの利用設計を見直し、より多くの選択を提供する必要が

あります。たとえば、職場の環境にユニファイドコミュニ

ケーション、ワイヤレスアクセス、仮想プライベートネッ

トワーク(VPN)を導入することにより、社員に柔軟な仕事

環境を提供し、在宅勤務や出張先からの仕事も可能となり

ます。統合ネットワークは、電子メール、ボイスメール、

電話会議、ビデオ会議、ナレッジ管理、イントラネット、

インスタントメッセージなどのコミュニケーションツー

ルの基盤です。 
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これらのソリューションは、不動産業界におけるさまざま

なニーズを満たし、新しいワークスタイルを提供します。 

また統合ネットワークは、VPN ベースの遠隔オフィスと

いった新たなテクノロジにも対応します。このようにオー

ナは、統合ネットワークにより、既存のスペースをより柔

軟に、効率的に活用し、不動産から今まで以上の投資効果

を手に入れることができます。 

 

IP ネットワークにより、柔軟で最適化されたスペースを提供

英国の Hillingdon Borough Council では、社員の 7 割がリ

モートで働くことができます。現在、社員はいつでも、自

宅でも外出先でも、必要な情報やサービス、アプリケー

ションにアクセスできます。Hillingdon Borough Council は、

不要なオフィススペースを排除したことにより、オフィス

関連コストを年間 430万ユーロ(約 6.9億円)削減しました。 

また、英国最大の電気通信サービスプロバイダである

British Telecom(BT)は、スペースの使用方法を見直し、大

幅なコスト削減と生産性の向上に成功しました。今日、約

9,500 名の BT 社員は自宅勤務の契約社員です。63,000 名

の社員は、いつでもどこでも仕事ができます。BT では、

年間 650 万ユーロもの固定資産コストを削減した上に、欠

勤が 63%減少し、社員の定着率が著しく向上しました。 

Connected Real Estate をワークスペースに導入するメリット 

♦ オフィススペース利用率 － 40%増加 

♦ 従業員あたりの IT 端末数 － 22%減少 

♦ IT 機器の社員あたりの合計消費電力 － 44%減少 

♦ IT ケーブル － 54%減少 

♦ 温室効果ガス排出量削減 

♦ 資材消費量と電子機器廃棄物量の削減

サービスの構築と提供 

サービスの向上 

統合ネットワークは、よりインテリジェントで対応力のあ

るビルとして、資産価値向上と効率化だけでなく、さらに

利用者に革新的なサービスを提供します。これらのサービ

スは、不動産の差別化となり、革新的なビジネスモデルを

創出します。ビル内サービス(オーナ／投資家／管理会社

からテナントに対して)、共有サービス(ユーザ向け)、テナ

ントサービス(テナントとユーザ向け)という 3 つのサービ

スカテゴリに分類できます。 

ビル内サービス 

たとえば、ウェブ上でテナントがメンテナンスを依頼でき

るシステム、室内制御アプリケーション(IP フォンにより

社員個別に快適な環境を設定)、セキュリティアクセス、

監視管理、スマートバスルーム(洗面化粧室の備品不足を

管理者に通知)などがあります。これらのサービスにより、

ユーザに提供されるサービスの質を高めます。ビル内の

サービスパッケージが、ビルユーザへ快適性、安全性、セ

キュリティを提供します。管理会社がビル内サービスを別

料金にすることも可能ですが、通常ビル内サービスは賃貸

契約料金またはサービス手数料に含まれます。 

 

共有サービス 

建物にいるユーザ全員(テナントとゲストの両方)に向け

たサービスです。ユーザがビルを利用したり、移動してい

るときにそのサービスを受けます。訪問者が利用できる高

速ワイヤレスアクセス、デジタルメディアや電子看板、娯

楽サービス、遠隔地もしくは仮想の受付サービスなどが含

まれます。このようなサービスへの投資は、ロビーや共用

スペースに高級資材を用いることに似ています。空間デザ

インを最適化し、ユーザエクスペリエンスを向上すること

により、訪問者やテナントを惹きつけることができます。

通常、管理会社は共有サービスを別料金とし、サービス手

数料として定期的にテナントに請求、または賃貸料に含め

ることができます。 

テナントサービス 

テナントサービスには、一般的な音声やブロードバンド

サービスだけでなく、テレプレゼンス、ビデオ会議、デー

タ、環境、セキュリティ、その他のビルオートメーション

サービスなども含まれます。不動産デベロッパは、これら

のサービス(およびその他多数のサービス)のさまざまな

組み合わせにより、先進テクノロジを採用していない競合

の不動産に対して差別化することができます。このような

テナントサービスは、使用の都度、または月単位で請求す

ることができます。 
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 4 Cisco Connected Real Estate： 
ビルとネットワーク アーキテクチャの統合をサポート

ネットワークを利用した革新的な発想が、不動産市場にお

いて大きな可能性を生み出し、設計、建設、運用、利用の

あり方に変革をもたらす新しいビジネスモデルを創出し

ました。 

ステークホルダーのみならず、環境にもメリットをもたら

すビルの変革を確固たるものにするためには、IP ネット

ワークの設計を開発計画プロセスの時点で最優先事項と

して取り扱う必要があります。しかし、水道、電気、ガス

のインフラストラクチャがコンセプト設計の早い段階で

検討される一方、ネットワークのインフラストラクチャが

早期に考慮されることはほぼないというのが現状です。ビ

ルの機能性とエクスペリエンスに対してネットワークが

最大限の効果を達成するためには、ネットワークについて

ビル計画段階で検討することが必要です。 

Connected Real Estate のフレームワークは、機能的なビル

の利用方法と設計の質を高め、スペースとビジネスの変革

を推進します。IP ネットワークをビルの基本設計プロセ

スで検討することにより、ビルオーナは即座に導入効果を

実感することができます。 

また、ネットワークは単一の IP ネットワークに統合する

ことにより、開発コストを削減することができます。イン

フラストラクチャを建設段階に容易に敷設できるだけで

なく、リニューアルの際に発生する無駄な資源を削減し、

業務の停止を回避できます。さらに、単一のオープン規格

に基づくインフラストラクチャにより、バラバラな独自企

画のネットワークをなくし、それに伴うインストレーショ

ンコストを削減することができます。また、初期段階に

ネットワークを導入することにより、ビルオーナはより長

い間導入効果を享受でき、ビルのライフサイクルにおいて

投資効果を大きくすることができます。 

シスコの Connected Real Estate は、ビルのライフサイクル

全体にわたって運用コストの削減に貢献します。オープン

規格に基づいて開発されたビルのインフラストラクチャ

は、中央監視のアプローチを可能にし、監視、メンテナン

ス、および制御のパフォーマンスを向上します。 

Connected Real Estate の IP フレームワークは、高品質の

サービス、高水準のセキュリティ、および高い復元力を提

供する技術を備え、メンテナンスや修繕コストをさらに削

減します。また、ネットワークのすべてのコンポーネント

は完全にオープン規格に基づいて開発され、ハードウェア、

ソフトウェア、サービスは、常に変化するビジネス要件を

想定したロードマップに基づき設計されています。 
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未来を変革：Connected Real Estate 

Connected Real Estate は、統合 IP ネットワークのパワーを

ビルの基本構造に統合して、今日の変化する市場ニーズに

応えます。Connected Real Estate は、不動産とネットワー

クの相関関係を示した 3 つの基本原則に基づいています。

 
 

サービスによる差別化 
 

新しい収益 
 

業務効率向上 
 

 

図 6  Connected Real Estate ソリューションの 3 つの原則 

 

原則 1. ゴール： サービス、ＩＴ、物理環境の変革 

エクスペリエンスの向上、収益を創出する新しいサービス

の提供、スペースの有効活用、新しい働き方、暮らし方の

提案を可能とする変革をもたらします。不動産と IT は、

今後さらに関連性を深め、すべてのビジネスの戦略基盤と

なり、より高い価値をビルオーナにもたらします。 

原則 2. 戦略： 統合 IP ネットワーク 
情報、コミュニケーション、ビルオートメーションシステ

ム、安全、セキュリティを 1つの IP ネットワークに統合

します。統合ネットワークにより、ビルの管理業務品質や

機能性を高めるだけでなく、運用コストと開発コストを削

減します。 

 

原則 3. 土台： ビル情報ネットワークの構築 

情報ユーティリティとして、ユビキタスな接続性を提供す

る柔軟でかつ拡張性の高いネットワーク基盤を構築しま

す。 

これらの 3つの原則は、Connected Real Estateソリューショ

ンの柔軟な基盤を形成しています。Connected Real Estate

は、新しい環境を提供することにより、ユーザエクスペリ

エンスを向上し、今日、明日と変化するユーザの需要に応

えていきます。また、Connected Real Estate により、ビル

管理会社は、コスト削減を実現しながら、新しいビジネス

チャンスをつかみ、高いパフォーマンスと持続性を兼ね備

えたビルを運用できます。 

対応力、俊敏性、適応力 
 
機能性、安全性、快適性 
 

IPプラットフォーム 

サービス、IT 
物理環境の変革 

統合IPネットワーク

ビル情報

ネットワークの構築
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